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バングラデシュ不動産法制の基礎(第 7 回):不動産抵当権に関する法制 
執筆者：今泉 勇、中島 朋子 

 

 第 1 回乃至第 6 回に続き、第 7 回は、バングラデシュ不動産抵当権に関する法制を取り上げます。 

 

1. 抵当権設定者の権利 

 

(1) 受戻権(right of redemption)：抵当権設定者は、被担保債権の弁済が完了した場合、1882 年財産移転法(以下｢財産移転法｣

といいます。)に基づき、抵当権者から抵当不動産を受け戻す権利を有します。それに伴い、抵当権者は、以下の責任を負

います。 

 

a. 抵当権者の占有又は権限の下にある抵当証書及び抵当不動産に関する全ての文書を引き渡すこと。 

b. 抵当権者が抵当不動産を占有している場合には、当該占有を引き渡すこと。 

c. 抵当権設定者の費用において、抵当不動産を抵当権設定者又は抵当権設定者が指定する第三者に移転させること
1。 

 

実務上、受戻しを行う際は、受戻証書を作成し関連登録事務所に登録します。また、2012 年委任状法及びその下位規則に

基づき、取消不能の全権委任状を失効させる旨の書面を作成し、1908 年登録法に従い登録を行います。 

 

(2) 付加物に対する権利：抵当不動産を占有する抵当権者が、抵当権の存続期間中に当該抵当不動産に付加物を生じさせた

場合、抵当権設定者は、別段の契約がない限り、抵当権者に対して当該付加物に対する権利を取得します。 

 

                                                   
1  抵当権設定者が受戻権を有する場合、抵当権設定者は、抵当権者に対し、抵当不動産を受け戻す代わりに、被担保債権及び抵当不動産を第三

者に移転させるよう要求することができ、その場合、抵当権者は、当該要求に基づきそれらを移転させる義務を負います。但し、本規定は、抵当権

者が抵当不動産を占有をしている場合には適用されません。 
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(3) 改良に対する権利：抵当不動産を占有する抵当権者が、抵当権の存続期間中に当該抵当不動産の改良を行った場合、抵

当権設定者は、抵当証書に別段の記載がない限り、当該改良に対する権利を取得します。また、抵当権設定者は、当該改

良に対する費用を支払う義務を負いません。 

 

(4) 賃貸権：抵当証書に別段の記載がない限り、抵当不動産を適法に占有している抵当権設定者は、以下の一定の条件の下、

抵当不動産を賃貸することができます。 

 

a. 当該賃貸借が、当該不動産の通常の管理の過程において、かつ、その地域の法律、慣習又は慣行に従って行われる

こと。 

b. 当該賃貸借には、合理的に設定可能な最良の賃料が確保されるものとし、賃貸借の権利に対する対価及び前家賃は

支払われないこと。 

c. 当該賃貸借に、更新に関する条項が含まれていないこと。 

d. 締結日から起算して 6 か月を経過する日までにその効力を生ずること。 

e. 建物を賃貸する場合、賃貸借期間はいかなる場合にも 3 年を超えないものとし、賃貸借契約には、賃料の支払い及び

期限内に賃料が支払われなかった場合の占有回復条件に関する条項が含まれていること。 

 

2. 抵当権者の権利 

 

(1) 被担保債権訴求権：抵当権者は、以下に該当する場合、被担保債権の弁済に係る訴訟を提起する権利を有します。 

 

a. 抵当権設定者が自ら被担保債権を弁済する義務を負っているとき。 

b. 抵当不動産の全部若しくは一部が滅失した、又は担保価値が減少した場合において、抵当権者が抵当権設定者に対

し、損なわれた担保価値を補うに足りる追加の担保を提供する合理的な機会を与えたにもかかわらず、抵当権設定者

がこれを提供しなかったとき。 

c. 抵当権設定者の不正行為又は不履行により、抵当権者の担保の全部又は一部が喪失したとき。 

d. 抵当権者が抵当不動産について占有を受ける権利を有する場合において、抵当権設定者が占有の引渡しをしないと

き。 

 

(2) 抵当不動産保全のための支出をする権利：抵当権者は、以下の目的のために必要な金額を支出することができます。 

 

a. 抵当不動産を滅失、没収又は売却から保護するため。 

b. 抵当不動産に係る抵当権設定者の権原を守るため。 

c. 抵当権設定者に対する、抵当不動産に係る自己の権原を有効にさせるため。 

d. 抵当不動産が更新可能な賃貸借物件である場合において、当該賃貸借を更新するため。 

 

抵当証書に別段の定めがない限り、抵当権者は、元本債権に対する利率、又は固定の利率が定められていない場合には

年率 9％の利率で、上記の目的のために使用した金額を元本債権に加算することができます。 

 

(3) 抵当不動産の保険に関する権利：抵当権者は、対象不動産の性質上保険を掛けることができる場合、火災による損失又は

損害に対して抵当不動産に保険を掛けることができます。当該保険に支払われる保険料は、元本債権に対する利息と同一

の利率、又は固定の利率が定められていない場合には年率 9％の利率で、元本債権に加算されます。 

 

(4) 売却金又は収用補償金に対する権利：以下に該当する場合、抵当権者は、売却金又は収用補償金から被担保債権の全部

又は一部の弁済を受けることができます。 
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a. 抵当不動産に係る公租公課の滞納又は賃料未払いにより抵当不動産又はその一部が売却され、抵当権者が売却金

を得た場合。 

b. 1894 年土地収用法又はその他法令に基づき、抵当不動産若しくはその一部又はこれらに係る権利が収用され、抵当

権者が補償金を得た場合。 

 

3. 抵当権の実行 

 

 抵当権者が、2003 年 Money Loan Court Act に記載のあるバングラデシュの指定銀行若しくは金融機関又は外国金融機関であ

る場合、抵当権の実行は同法に従って行われ、当該抵当権者は、裁判所の関与なく抵当不動産を売却できます。 

その他の抵当権者については、以下の財産移転法の規定が適用されます。 

 

(1) 受戻権終了(フォークロージャー)及び売却権：抵当証書に別段の記載がない限り、また下記(2)に記載される場合を除き、抵

当権者は、財産移転法に基づき、フォークロージャー訴訟を提起する必要があります。フォークロージャー訴訟は、被担保

債権の弁済期が到来した後、抵当不動産の受戻し決定が出される前に提起されなければなりません。フォークロージャー

訴訟において、抵当権者は、裁判所に対し、抵当権設定者の抵当不動産に対する受戻権を完全に喪失させる決定又は当

該不動産の売却決定を求めることができます。 

 

(2) 売却権：抵当権者は、以下の要件を満たしている場合、裁判所の関与なく不動産に対する担保を実行し、抵当不動産を売

却することができます。 

 

a. 裁判所の介入なしに売却できる権利が、明示的に抵当証書において抵当権者に付与されているとき。 

b. 抵当証書の締結日の時点において、抵当不動産又はその一部が、ダッカ、チッタゴン又はナラヤンガンジ県に所在し

ていたとき。 

c. 元本債権の弁済を求める通知書が抵当権設定者に対して送達されたとき。 

d. 支払期日から 3 か月間未払いの利息が、500 タカ以上であるとき。 

 

 

 

今
いま

泉
いずみ

 勇
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西村あさひ法律事務所 パートナー弁護士 ヤンゴン事務所副代表 

i.imaizumi@nishimura.com 

2006年弁護士登録。国内案件における M&A、一般企業法務の経験を生かし、バングラデシュ・ミャンマー・ベトナム・

インド・台湾等のアジア各地の新興国へ進出・展開する日系企業案件を担当。2012-2013年インドの Khaitan & Co 法

律事務所への出向、2016-2017年ホーチミン事務所での駐在勤務。2019年7月よりヤンゴン事務所副代表。2015年

以降バングラデシュ関連案件にも継続的に関与。 

 

中島
なかしま

 朋子
と も こ

 
西村あさひ法律事務所 弁護士 

to.nakashima@nishimura.com 

2012年弁護士登録。2017年-2019年独立行政法人国際協力機構(JICA)長期派遣専門家としてミャンマーに駐在し、

知的財産裁判制度整備等、同国の法・司法制度整備支援を行う。2020年イリノイ大学ロースクール卒業(LL.M.)。当

事務所入所後は主にアジア関連案件に関与。 
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当事務所のアジアプラクティスは、日本とベトナム、インドネシア、シンガポール、フィリピン、タイ、マレーシア、ラオス、カンボジア、ミャンマー、イン

ド、中国、台湾、香港、韓国等を含むアジア諸国との間の、国際取引を幅広く取り扱っております。例えば、一般企業法務、企業買収、エネルギー・天然資源関

連、大型インフラ、プロジェクト・ファイナンス、知的財産権、紛争処理、進出および撤退等の取引について、同地域において執務経験のある弁護士が中心とな

り、同地域のビジネスおよび法律実務を熟知した、実践的なリーガルサービスの提供を行っております。本ニューズレターは、クライアントの皆様のニーズに即

応すべく、同地域に関する最新の情報を発信することを目的として発行しているものです。 
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